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Ϩ．はじめに
　「地産地消（地域生産地域消費）」は今日の食生
活の大きな課題である１）。
　平成17年に「食育基本法」が制定されたが、
この法律ができる背景の一つに「食の海外への依
存」が上げられている。我が国の食糧自給率につ
いては、カロリーベースで1960年代に70％程度
であったものが、急激に減少し、1990年代には
半分以下となり、2000年以降は40％前後で推移
し、直近の2011年度概算値は39％となっている。
2010年３月30日に決定された「新たな食料・農
業・農村基本計画」では、食糧自給率の目標を
50％に引き上げて様々な施策が進められている。
　食育基本法を具現化する「食育推進基本計画」
では、取組方針の一つとして「我が国の伝統的な
食文化、環境と調和した生産等への配慮及び農山
漁村の活性化と食糧自給率の向上への貢献」とい
うことがあげられており、目標とする項目の中に
も「学校給食における地場産物を利用する割合の
増加」として目標数値が設定されるなど、様々な
食の場面において、この取組がすすめられてきた。
　しかし、一方で、我々の食生活を支える食材は、
広範囲な流通の中で賄われていることは周知のと
おりであり、この傾向に歯止めをかけることは極
めて困難な状況である。我々の周囲においても、
食品の表示ではＪＡＳ法（農林物資の規格化及び
品質表示の適正化に関する法律）で農水畜産物に
原産地表示が義務づけられるようになったことか
ら、これらの情報を得ることが容易になり、また、
食品の販売では「地場産コーナー」などが積極的
におかれるなど、この問題についての関心は高ま
っているものと考えられるが、このことが、地場
産物の利用に繋がっていかないことは様々なデー
ターが示しているところであり、当地においても
この問題は例外でない。
　筆者は、「地産地消」の課題を検討する一助と
するため、かねてより『金沢市中央卸売市場年俸』
における入荷データーに着目し、加賀野菜の消費
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要旨
　近年、拡大傾向を続ける青果物の流通について、「地産地消」という視点も含めて。特に最近
の動向を金沢市中央卸売市場における入荷量より検討を行った。1967年から2001年にかけて県内
産の入荷量が減っているが、2001年以降もその傾向は続いており、遠い地域からの入荷量が増え
る傾向であった。一方、県内で生産された農産物も多く県外へ出荷されており、これらのことか
ら流通の拡大傾向が明確になった。
キーワード：食品流通 (foods distribution) ／食生活 (daietary life) ／
　　　　　  　  地産地消 (local production for local consumption）
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2001年には22.7％であったが、2005年には19.4
％ととなり、2010年には17.4％にまで減少した。
３）果実の入荷比率
　果実は、1967年当時でも31.5％と1／ 3を下回
っている。野菜と同様に減少傾向となり、1980
年頃には2割以下となった。2001年は、11.8％で
あり、2010年には8.8％と１割に満たない状況で
ある。
２．産地別入荷比率の推移
１）野菜の産地別入荷比率の推移
　野菜の入荷元の地域について、国内は、「北海
道・東北」「関東」「中部」「関西」「中国・四国」「九
州・沖縄」の６地域に、それと外国の７地域に分
けてその入荷比率の推移を検討した（図２）。
　中央卸売市場開設時の1967年では、先述のよ
うに過半量は県内産である。県外では、距離的に
近い中部地方が19.4％と他地域に比べて圧倒的に
多く、北海道・東北、関東、関西、中国・四国の
各地方はそれぞれ数％程度で、九州・沖縄地方で
は１％強にとどまっていた。また、外国産の入荷
は極めて少なく、0.4％であった。
　2001年になると、北海道・東北地方からの入
荷量が大幅に増え、中部地方の19.1％を上回る
22.6％を占めている。また、九州・沖縄地方から
の入荷も増え、8.7％となった。ただ、外国産の
比率については、3.9％にとどまっている。これ
以降の動向を見ると、この10年間程は、北海道・
東北地方と中部地方からの入荷が20％台を保っ
ており。九州・沖縄地方からの入荷量は微増傾向
動向や、学校給食における食材利用の動向、一般
消費者における野菜・果実の消費動向などを検討
してきた２）～６）。本報告では、近年の青果物の流
通の拡大に視点をおき検討を行った。　
ϩ．研究方法
　『金沢市中央卸売市場年報』（昭和42年：1967年
～ 2010年）の青果物の入荷データを分析した７）。
特に、本報告では2001年～ 2010年を中心に検討
した。
　併せて、『食糧需給表』『石川県園芸要覧』の成
績を比較検討した８）９）。
Ϫ．結果
１．青果物の県内産比率の推移
１）青果物の入荷比率
　図１は入荷量における県内産比率の推移を示し
たものである。市場開設の1967年から2001年ま
では5年の間隔で、2001年以降は毎年の比率をあ
らわしている。
　青果物の県内産比率は、開設当初の1967年は
45.0％であったが、その後、急激に減少し、30年
後の1997年には2割を下回ることになる。2001年
は18.9％となっており、これ以降も若干増減はす
るものの、減少傾向をたどり、2010年には14.2
％となった。
２）野菜の入荷比率
　野菜の県内産比率をみると、1967年は半量を
超える54.3％であったが、1970代半ばには半量
以下となり、その10年後には1 ／ 3となった。
図 1.  入荷量における県内産比率の推移
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荷比率は依然10.5％の比率となっていた。
　2001年以降の10年間の動向をみると、県内産
は減少の一途たどり、2005年以降では10％に満
たない年もあり、2010年は8.8％になる。国内で
は、九州・沖縄地方からの入荷が依然16.5％ある
ものの、他地域からの入荷は少なく、反対に外国
産の入荷比率が増加し、2010年には半量を超え
る51.1％となった。
３．月別県内産比率の推移
１）野菜の月別県内産比率の推移
　野菜の月別県内産比率の推移をみると、1967
年では夏場の7月、8月、そして、10月、11月は
60％を超えている。1～ 3月は少ないものの、そ
れでも30％以上は県内産野菜が出回っていた。
1987年になると10月、11月がやや減少はするも
のの年間で最も多い時期となっている。夏場の県
内産比率の高い時期が、6月、7月と早くなり8月
であった。
なお、外国産の入荷比率は2007年までは3～ 4％
を維持していたが、2008年と2009年は2008年に
発生した中国産の餃子中毒事件の影響か2％台に
減少した。しかし、2010年には少し増え、4.1％
となった。
２）果実の産地別入荷比率の推移
　果実についても野菜と同様に地域別の入荷比率
の推移をみた（図３）。
　果実は1967年当初より、県内産比率は31.5％
と1 ／ 3であった。県外産では中部地方と四国・
中国地方が約15％、関西地方が約10％で、その
他の地域は10％未満であり、外国産も7.1％に止
まっていた。2001年になると県内産果実の比率
は、開設当時の1／ 3（11.8％）に減少する一方で、
南の九州・沖縄地方からの入荷量は22.3％、外国
産は34.5％に増加し、それぞれが、県内産の比率
を上回ることになった。ただ、中部地方からの入
図 2.  産地別入荷率の推移ー野菜ー
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図 3.  産地別入荷率の推移ー果実ー
図 4.  月別県内産比率の推移ー野菜ー
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量は県内産が出回っていた。この時期県内産比率
の最多月は8月であったが、1987年以降は7月と
早まり、9月、あるいは、10月の県内産比率の低
下傾向が続いていく。
　2001年以降は、10月は10％未満となった。果
実の出回りの早期化を示している。これに対し１
～ 4月と12月はほとんど県内産の入荷はみられな
く、1967年は、1～ 2％に止まっていた。この傾
向はその後も続き、この4か月については、その
後も県内産の入荷はほとんどみられず、近年は、
１％未満の月もみられる状況となっている。果実
については、この約40年間、月間の差が大きい
傾向は続いている。ただ、2001年以降は、最も
多い月（8月）でも、2001年は47.6％、2005年
35.3％、2010年38.3％と1／ 3にとどまっている
（図５）。
３）青果物としての月別県内産比率の推移
　野菜と果実を併せて月別県内産比率を比較した
ものが図６である。
　図のように、1967年頃も、積雪の多い本県では、
の県内産比率が約20％も減少していた。これ以降
も、年間の中では、10月、11月の県内産比率が
高くなっているが、最大月でも2001年では30％
台になり、2010年では30％未満となってしまっ
た。また、夏期も日常よく利用される野菜の多い
時期であるが、1967年では7～ 9月にかけてやま
がみられたが、1987年には6月～ 8月になり、
2001年以降は5月～ 7月に県内産の出回りが多く
なるといった、野菜にも出回りの早期化傾向が見
られた。一方、冬期の1～ 3月は、北陸地方は積
雪のため野菜の収穫が余り期待できない時期でも
あることから、月別の比較では、少なくならざる
を得ないが、それでも開設当初は先述のように
30％台はあったものが、暫く後には10％台とな
り、2005年以降では10％未満の月も見られるよ
うになった（図４）。
２）果実月別県内産比率の推移
　果実の月別県内産比率の推移をみると、1967
年は、県内で果実の収穫の多かった7月、8月は
70 ～ 90％と高い比率となっていた。9月も約半
図 5.  月別県内産比率の推移ー果実ー
図6.  月別県内産比率の推移ー青果全体ー
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1 ～ 3月にかけては、県外産への依存が高くなっ
ている。4月以降は徐々に県内産が増加し、7月、
8月には70％以上を県内産で賄っていた。9 ～
10月も半分以上は県内産の農産物であったこと
が伺える。その後、1987年になると、県内産が
半量を超えるのは7月のみとなる。
　2001年以降、1 ～ 4月は10％未満となる。4月
からは増えていくが、最大月の7月でも、2001
年は36.5％と1 ／ 3を超えているが、2005年は
26.6％、2010年には27.8％と減少している。年
間における各月間の入荷比率の差は徐々に小さ
くなっている。
４．品目毎の県内産比率の推移
１）各野菜の県内産比率の推移
　野菜30品目の県内産比率について、1967年、
1987年、2001年、2005年、2010年の5時点で比
較した（図７）。
　例年、最も入荷量の多い「大根」は、1967年
には88.7％が県内産であったが2001年27.4％、
2005年29.4％、2010年には22.4％と1 ／ 4以下
となり、この10年間は20％台で推移している。
「かぶ」も同様に、1967年には84.6％であったが、
1987年までに38.7％に減少し、2001年46.5％、
2005年3.0％、2010年には7.4％になった。「春
菊」や「トマト」なども元々は県内産比率の高
い品目であったが、現在は、半分以下の比率と
なっている。「胡瓜」「トマト」「なす」「ほうれ
ん草」「はくさい」は。県内産比率が半量程度で
あったが、2010年でみると、「胡瓜」23.9％、「ト
マト」34.0％、「なす」12.2％、「ほうれん草」
14.0％、「はくさい」8.0％であり、減少傾向が
著しいものである。
　一方、「さつまいも」は、1967年は80.3％であ
り、2001年 も90.8 ％、2005年85.3 ％、2010年
77.1％と現在も県内産比率は高くなっている。
「れんこん」も同じく、1967年は91.8％であり、
近年の2001年も89.5％、2005年78.5％、2010年
には83.0％と高い比率で続いているものである。
　「つる豆（千石豆）」「太胡瓜」のような伝統野菜
について、「つる豆（千石豆）」は2001年99.5％、
2005年99.8％、2010年97.9％であり、「太胡瓜」も 
2001年100.0％、2005年100.0％、2010年99.9％と
ほとんどが県内産で賄われている。しかし「ふき 図 7.  各野菜の県内産比率の推移
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ϫ．考察とまとめ
　金沢市中央卸売市場における青果物の入荷量よ
り、現代の食環境における流通の拡大傾向につい
て、特にこの10年間の動向を中心に検討した。
　金沢市中央卸売市場における流通について、
近年、卸売市場を経由する流通も、都道府県を
超えて広範囲にまたがっていることや、産地直
送販売などにより市場経由率が低下傾向にある
といわれているが、青果物については、魚介類
や肉類に比べて依然高いこと、また、石川県内
で、青果物の県内卸売市場での取扱量のうち、
「金沢市中央卸売市場」で取扱は78.5％を占めて
いることから、県内の流通動向を反映している
と考えている１０）１１）。青果物の入荷動向をみる
と市場開設当初の1967年には県内産比率約45％
であった。この問題は食料自給率にも繋がる問題
たち」については2001年まではほとんどが県内
産であったが、2005年には0.4％、2010年は県
内産の入荷はなかった。これは、年間の入荷量
が2005年9.8トン、2010年は僅か2.7トンと急減
しており、他の青菜類に押されて消費が落ち込
んだことから、県内での生産がほとんどみられ
なくなったと思われる。
　キノコ類については、「松茸」は、1967年92.1
％と地場産率の高い品目であったが、この10年
間は１％前後で推移し、2010年は3.3％にとどま
っている。「えのきたけ」は1967年25.1％であり、
1987年87.1％にまで上がったが、2001年49.4％、
2005年34.0％、2010年には23.6％と県内産は減
っている。これに対し、「なめこ」は、2001年
64.6％、2005年67.2％、2010年は65.6％であり、
「生椎茸」も2001年86.4％、2005年91.2％、2010
年には89.1％と、それぞれ、県内産比率は保たれ
ていた。
２）各果実の県内産比率の推移
　果実については、10品目を取り上げ、野菜と
同様に、県内産比率の変化をみた（図８）。
　現在、県内産比率の高いものとしては、「すい
か」や「なし」が上げられる。「すいか」は
1967年以降若干減少傾向はみられたものの、
2001年74.4％、2005年69.7％、2010年は76.5％
であり、「すいか」も2001年74.4％、2005年
69.7％、2010年は76.5％と今も高い水準を維持
している。
　これに対し、「いちじく」は、1967年は100％
とほとんどが県内産であった。しかし、1987年
54.2％と半量になり、2001年48.3％、2005年
45.2％、2010年には49.1％と半量以下に減少し
た。「いちご」は、1967年頃は54.0％と半量以上
は県内産であった。しかし、1987年には7.1％に
急減し、2001年0.4％、2005年以降は0.1％と極
めて少なく現在に至っている。
　「りんご」や「かき」は、1967年にはそれぞ
れ32.9％、47.1％であったが、「りんご」は、
2001年3.7％、2005年2.7％、2010年には2.0％
と大きく減少し、「かき」は、2001年23.3％、
2005年21.0％、2010年には19.4％と1 ／ 3に減
少した。
図 8.  各果実の県内産比率の推移
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　さらに、2001年から10年間の消費動向につい
ても、野菜、果実とも減少傾向となった。2007
年から2008年にかけて中国製餃子による中毒事
件が発生した時期は、幾分食料自給率に上昇の兆
しが見えた。本調査における青果物の県内産比率
も2006年14.9％、2007年15.2％ 2008年16.5％と
同様に僅かではあるが上昇傾向が見えたが、暫く
で減少傾向に転じ､ 2010年は14.2％となった。
　入荷比率と併せて、入荷先の地域も検討した。
先述のように、開設当時の1960年代は他県産で
も近隣の中部地方が中心であった。しかし、暫く
すると、野菜では、先ず、北海道・東北地方から
の入荷量が増加し、次いで、九州地方産のものが
増加している。このことは、単に県外産比率の増
加のみではなく流通距離の増大も示すことにな
る。野菜については外国産比率が増加傾向とはい
え、2010年でも4.1％に止まっている。食料自給
であることから、石川県の食料自給率をみると、
2010年の確定値は60％となっており、国の自給
率39％よりは高くなっている。しかし、両隣の
富山県は78％、福井県が67％であることを考え
ると、地方の地域としては少ないと考えられる
（表１）。都道府県自給率とも併せ、開設当初の時
期でも半量を割っていることは、他県への依存が
高い地域であることが伺える。
　その後、食生活の多様化とも相俟って、消費者
の意向も反映された結果であろうか、これが
2001年には1／ 5以下にまで減少した。
　1980年代より「地産地消」ということが取り
上げられ、当地においても様々な食教育や農業の
施策の中にこの問題への取組が行われるようにな
り、消費者の関心が高まっているにも関わらず、
現実の消費行動には結びついていないことが推察
された。
表 1.  都道府県の食料自給率：2010 年確定値
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県内産比率が依然高い傾向がみられた。
　これと併せて、県内で生産される野菜の出荷先
と比較した（表２）。「大根」「南瓜」は県内市場
では県内産比率の減少傾向が著しいが、一方で、
多くが県外の市場へ出荷されており、双方向で流
通の拡大傾向が伺えた。「すいか」も同様に県内
の市場に出荷されるのは16.7％であった。これら
に対し、県内産入荷率の高かった「れんこん」「さ
つまいも」は県内出荷率がそれぞれ75.4％、58.6
％と比較的高かった。また、「たけのこ」「トマト」
「ぶどう」「なし」は、半分程度が県外の市場へ出
荷されている一方で、県外からもかなり入荷量さ
れていた。農産物の生産者の立場からは、必ずし
も「地産地消」に拘らず、むしろ、遠隔地でも、
高値で確実に売ることのできることが望まれるも
のである。
　以上、｢地産地消」の重要性が取り上げられる
ようになってから久しいが、依然として食品の流
通は拡大の一途を辿っていることが推察された。
『第２次食育推進基本計画』において、そのコン
セプトとして「周知から実践」ということが強調
されているが、「地産地消」についても同様のこ
とがいえよう。今日、我々は多くの食に関する情
報を得ることができ、「地産地消」も含めた様々
な問題に関心を持ち、意識を高めるものが多い
が、実際の（消費）行動には結びつかないのが現
率における野菜が81％であることを考えると、
当地の野菜消費における外国産への依存は少ない
といえよう。
　果実についてみると、石川県では大きな果実生
産地がないためか、1960年代でも県内産比率は
31.5％にとどまっている。この時期、県外からの
入荷は、中部地方、関西地方、中国・四国地方が
多くを占めていた。これは、果実の消費で「りん
ご」と「みかん類」の割合が高かったため、これ
らの産地のある地域からの入荷が多かったものと
考えられる。以降、増加したのは、国内では、九
州・沖縄地方であり、他の地域は少なくなった。
代わって増加したのが、外国産である。2001年
には1／ 3を超え、2010年には51.1％と半量を超
えることとなった。食料自給率における果実をみ
ると、2010年確定値は38％となっていることか
ら、我が国全体では国外への依存がより高くなっ
ていることが伺えた。
　月別の入荷動向については、従来は、青果物の
収穫のない冬季と夏季や秋季では明確な差がみら
れたが、近年、月間の差は小さくなっている。栽
培の周年化と同様に消費の周年化のすすんでいる
ことが伺えた。
　品目別の検討では、地域性の高い伝統野菜は依
然県内産比率が高くなっているが、この他に「れ
んこん」や「さつまいも」など品質の高い野菜は
表 2.  出荷先別共販実績と金沢中央卸売市場における県内産入荷比率
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状である。与えられる情報を活かしてよりよい食
生活の実践に繋げることができるよう考えていき
たいものである。
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